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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第54期
第３四半期
連結累計期間

第55期
第３四半期
連結累計期間

第54期
第３四半期
連結会計期間

第55期
第３四半期
連結会計期間

第54期

会計期間

自平成21年
４月１日
至平成21年
12月31日

自平成22年
４月１日
至平成22年
12月31日

自平成21年
10月１日
至平成21年
12月31日

自平成22年
10月１日
至平成22年
12月31日

自平成21年
４月１日
至平成22年
３月31日

売上高（千円） 16,785,25525,617,9665,928,4218,865,60625,409,382

経常利益又は経常損失（△）

（千円）
△1,207,93585,393△346,530 51,582△1,092,585

四半期純利益又は四半期（当期）

純損失（△）（千円）
△827,937 53,399△224,607 27,045△852,884

純資産額（千円） － － 11,582,40211,498,06711,665,824

総資産額（千円） － － 17,065,89019,192,02418,740,490

１株当たり純資産額（円） － － 985.61 978.44 992.71

１株当たり四半期純利益金額又は

１株当たり四半期（当期）純損失

金額（△）（円）

△70.45 4.54 △19.11 2.30 △72.58

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） － － 67.9 59.9 62.2

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
1,088,768△1,073,460 － － 715,786

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△48,069 78,087 － － △50,232

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△146,786△117,252 － － △446,839

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
－ － 3,601,1521,777,6042,936,492

従業員数（人） － － 511 506 514

　（注）１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２　売上高には、消費税等は含んでおりません。

３　第54期第３四半期連結累計期間及び第54期第３四半期連結会計期間並びに第54期の潜在株式調整後１株当た

り四半期（当期）純利益金額については、１株当たり四半期（当期）純損失であり、また、潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。

４　第55期第３四半期連結累計期間及び第55期第３四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利

益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

２【事業の内容】

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

 

３【関係会社の状況】

　当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。
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４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成22年12月31日現在

従業員数（人） 506     

　（注）１　従業員数は就業人員（当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループ

への出向者を含むほか、嘱託を含んでおります。）であります。

　　　　２　臨時従業員の総数は従業員数の100分の10未満であるため、記載を省略しております。

　　(2）提出会社の状況

 平成22年12月31日現在

従業員数（人） 465     

　（注）１　従業員数は就業人員（当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含むほか、嘱託を含んでお

ります。）であります。

　　　　２　臨時従業員の総数は従業員数の100分の10未満であるため、記載を省略しております。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　産業機器及び計測機器のうち、一部において生産活動を行っております。当第３四半期連結会計期間における生産

実績を示すと、次のとおりであります。

品目別 生産高（千円） 前年同四半期比（％）

産業機器 167,809　 180.9　

計測機器 45,677　 143.5　

合計　 213,487　 166.2　

　（注）１　金額は、販売価格によっております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2）仕入実績

　当第３四半期連結会計期間における仕入実績を品目別に示すと、次のとおりであります。

品目別 仕入高（千円） 前年同四半期比（％）

制御機器 3,047,038　 140.9　

産業機器 1,794,587　 152.1　

計測機器 1,406,626　 210.1　

電源機器 499,880　 208.7　

実装機器 223,578　 130.2　

その他 865,534　 147.7　

合計 7,837,244　 156.5　

　（注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(3）受注実績

　産業機器及び計測機器のうち、一部において受注活動を行っております。当第３四半期連結会計期間における受注

実績を示すと、次のとおりであります。

品目別 受注高（千円） 前年同四半期比（％）　 受注残高（千円） 前年同四半期比（％）

産業機器 303,146　 278.4　 471,504　 218.8　

計測機器 78,787　 81.3　 52,548　 56.4　

合計 381,934　 179.8　 524,053　 168.2　

　（注）１　金額は、販売価格によっております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

EDINET提出書類

明治電機工業株式会社(E02992)

四半期報告書

 4/24



(4）販売実績

　当第３四半期連結会計期間における販売実績を品目別に示すと、次のとおりであります。

品目別 販売高（千円） 前年同四半期比（％）　

制御機器 3,450,239　 133.0　

産業機器 2,132,488　 150.5　

計測機器 1,531,299　 192.0　

電源機器 527,618　 185.3　

実装機器 250,795　 128.1　

その他 973,164　 152.2　

合計 8,865,606　 149.5　

　（注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

２【事業等のリスク】

　当第３四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　

３【経営上の重要な契約等】

代理店契約

契約締結先 契約締結日 主な取扱品目 契約期間

横河電機株式会社 平成22年10月１日 計測機器
自　平成22年10月１日

至　平成23年９月30日

　

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中における将来に関する事項は、当四半期報告書提出日（平成23年２月14日）現在において当社グループが判断

したものであります。

(1）業績の状況

　当第３四半期連結会計期間におけるわが国経済は、アジア諸国を中心とした新興国の経済成長にけん引され、景気

は総じて回復基調となりましたが、長引く円高や景気対策効果の一巡などから、回復ペースが鈍化する傾向も見ら

れました。

　当社グループの主要顧客である自動車関連企業におきましては、新興国向けの輸出拡大や、環境対応車、小型車を

中心とした生産台数の増加により、企業業績の回復が見られましたが、未だ根強い生産設備の過剰感、及び円高基調

の継続などから、先行きの不透明感が払拭できない状況が続いております。一方、電気・電子・半導体、工作機械関

連におきましては、堅調なアジア需要に支えられ、回復基調が続いております。

　こうした経済環境の中、当社グループでは、エンジニアリング力、サポート力を生かした営業活動を展開するとと

もに、市場環境の変化に応じた新商材・新業種開発を推進してまいりました。また、海外事業の拡大に向けた、サ

ポート体制の強化にも積極的に取り組んでまいりました。

　この結果、当第３四半期連結会計期間の売上高は88億65百万円（前年同四半期比49.5％増）、営業利益は19百万円

（前年同四半期は営業損失３億88百万円）、経常利益は51百万円（前年同四半期は経常損失３億46百万円）、四半

期純利益は27百万円（前年同四半期は四半期純損失２億24百万円）となりました。

　なお、売上高の品目別内訳につきましては、次のとおりであります。

①　制御機器

　制御機器は、当社グループの主力取扱商品（当第３四半期連結会計期間における売上構成比で38.9％）で自動

車関連企業、電気・電子・半導体、工作機械向けなど全般に販売が増加し、売上高は34億50百万円（前年同四半期

比33.0％増）となりました。

②　産業機器

　産業機器は、自動車関連企業及び半導体向けの大型設備案件が増加し、売上高は21億32百万円（前年同四半期比

50.5％増）となりました。
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③　計測機器

　計測機器は、自動車関連企業及び電気・電子・半導体向けの販売が増加し、売上高は15億31百万円（前年同四半

期比92.0％増）となりました。

④　電源機器

　電源機器は、自動車関連企業向けの大型設備案件が増加し、売上高は５億27百万円（前年同四半期比85.3％増）

となりました。

⑤　実装機器

　実装機器は、市場全体の縮小傾向もあり、販売回復の力強さに欠け、売上高は２億50百万円（前年同四半期比

28.1％増）となりました。

⑥　その他

　上記５品目以外においては、売上高は９億73百万円（前年同四半期比52.2％増）となりました。

　

(2）キャッシュ・フローの状況

　当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末に比べ

11億58百万円減少し、17億77百万円となりました。

　当第３四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果使用した資金は１億14百万円（前年同四半期比57.7％減）となりました。これは、税金等調整前四

半期純利益51百万円、仕入債務の増加額４億26百万円及び未収入金の減少額92百万円があったこと等による資金増

と、売上債権の増加額４億15百万円、たな卸資産の増加額２億１百万円及び賞与引当金の減少額１億５百万円が

あったこと等による資金減によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は50百万円（前年同四半期比28.8％増）となりました。これは、関係会社に対する貸

付による支出43百万円があったこと等によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金において、特筆すべき事項はありません。

　

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

　

(4）研究開発活動

　該当事項はありません。

　

(5）経営成績に重要な影響を与える要因について

　当社グループの主要顧客である自動車業界の動向やそれらの企業の設備投資動向は、当社グループの経営成績に

影響を与える可能性があります。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2）設備の新設、除却等の計画

　該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 48,000,000

計 48,000,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成22年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成23年２月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 12,067,120 12,067,120

大阪証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数100株

計 12,067,120 12,067,120 － －

　

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

　

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総数
残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額（千円）

資本準備金
残高（千円）

平成22年10月１日～

平成22年12月31日
－ 12,067,120 － 1,311,778 － 1,371,950

　

（６）【大株主の状況】

　大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。
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（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成22年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

 平成22年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　 　315,600 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　11,751,000 117,510 －

単元未満株式 普通株式　　　　 520 － －

発行済株式総数 　　　　　12,067,120 － －

総株主の議決権 － 117,510 －

（注）「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式84株が含まれております。

　

②【自己株式等】

 平成22年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

明治電機工業株式会社
愛知県名古屋市中村区

亀島二丁目13番８号
315,600－ 315,600 2.61

計 － 315,600－ 315,600 2.61

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円） 435 424 385 357 346 320     330     360     370

最低（円） 370 337 313 320 277 290     295     295     337

　（注）　最高・最低株価は、平成22年10月12日より大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるものであ　　　　

　　り、それ以前は大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱにおけるものであります。

　

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。

　役職の異動

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日

代表取締役副社長
エンジニアリング

事業本部長
代表取締役副社長 － 林　正弘 平成22年10月１日
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間

（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第３四半期連結

会計期間（平成22年10月１日から平成22年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成22年４月１日から

平成22年12月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平

成21年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表についてはあずさ監査法人による四半期レビューを受け、また、当第３四半期連結会計期間（平成22

年10月１日から平成22年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年12月31日

まで）に係る四半期連結財務諸表については有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。

　なお、あずさ監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成22年７月１日をもって有限責任 あずさ監査法人となっ

ております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,777,604 2,936,492

受取手形及び売掛金 ※3
 11,855,917 10,118,935

商品及び製品 1,240,268 1,090,410

仕掛品 151,255 69,565

原材料及び貯蔵品 30,380 33,336

その他 439,210 547,570

貸倒引当金 △20,580 △16,892

流動資産合計 15,474,055 14,779,417

固定資産

有形固定資産 ※1
 1,817,965

※1
 2,011,210

無形固定資産 51,742 60,193

投資その他の資産 ※2
 1,848,259

※2
 1,889,669

固定資産合計 3,717,968 3,961,073

資産合計 19,192,024 18,740,490

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※3
 6,700,491 6,009,413

未払法人税等 2,715 11,784

賞与引当金 105,750 217,663

その他 782,730 738,604

流動負債合計 7,591,687 6,977,466

固定負債

役員退職慰労引当金 97,200 97,200

その他 5,068 －

固定負債合計 102,268 97,200

負債合計 7,693,956 7,074,666

純資産の部

株主資本

資本金 1,311,778 1,311,778

資本剰余金 1,371,950 1,371,950

利益剰余金 9,110,347 9,174,462

自己株式 △149,579 △149,551

株主資本合計 11,644,495 11,708,639

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 151,023 193,202

繰延ヘッジ損益 － △1,270

為替換算調整勘定 △297,450 △234,747

評価・換算差額等合計 △146,427 △42,815

純資産合計 11,498,067 11,665,824

負債純資産合計 19,192,024 18,740,490
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

売上高 16,785,255 25,617,966

売上原価 14,807,320 22,320,021

売上総利益 1,977,935 3,297,945

販売費及び一般管理費 ※1
 3,306,661

※1
 3,296,408

営業利益又は営業損失（△） △1,328,726 1,536

営業外収益

受取利息 2,421 1,657

受取配当金 15,020 15,186

仕入割引 60,397 86,434

助成金収入 31,136 16,999

その他 38,895 27,606

営業外収益合計 147,872 147,884

営業外費用

支払利息 3,458 575

売上割引 15,712 24,704

為替差損 － 34,096

コミットメントフィー 7,910 4,650

その他 － 0

営業外費用合計 27,080 64,027

経常利益又は経常損失（△） △1,207,935 85,393

特別利益

固定資産売却益 486 61,263

貸倒引当金戻入額 2,070 －

特別利益合計 2,556 61,263

特別損失

固定資産売却損 216 46,323

投資有価証券評価損 6,100 －

減損損失 ※2
 50,087 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 3,855

その他 2,709 148

特別損失合計 59,113 50,327

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△1,264,491 96,329

法人税等 ※3
 △436,554

※3
 42,929

少数株主損益調整前四半期純利益 － 53,399

四半期純利益又は四半期純損失（△） △827,937 53,399
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年10月１日
　至　平成22年12月31日)

売上高 5,928,421 8,865,606

売上原価 5,242,888 7,770,602

売上総利益 685,532 1,095,003

販売費及び一般管理費 ※1
 1,074,204

※1
 1,075,216

営業利益又は営業損失（△） △388,671 19,787

営業外収益

受取利息 805 524

受取配当金 6,365 7,024

仕入割引 20,491 28,407

助成金収入 13,740 7,655

その他 11,597 6,493

営業外収益合計 53,001 50,104

営業外費用

支払利息 1,129 281

売上割引 5,841 8,665

為替差損 1,026 7,678

コミットメントフィー 2,864 1,683

営業外費用合計 10,861 18,308

経常利益又は経常損失（△） △346,530 51,582

特別利益

固定資産売却益 － 171

特別利益合計 － 171

特別損失

固定資産除却損 － 8

投資有価証券評価損 5,720 －

その他 500 －

特別損失合計 6,220 8

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△352,751 51,746

法人税等 ※2
 △128,144

※2
 24,701

少数株主損益調整前四半期純利益 － 27,045

四半期純利益又は四半期純損失（△） △224,607 27,045
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

△1,264,491 96,329

減価償却費 108,180 71,464

減損損失 50,087 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） △2,070 2,755

受取利息及び受取配当金 △17,442 △16,844

支払利息 3,458 575

投資有価証券評価損益（△は益） 6,100 －

売上債権の増減額（△は増加） 5,988,928 △1,757,217

たな卸資産の増減額（△は増加） 371,512 △236,116

仕入債務の増減額（△は減少） △3,912,271 709,293

賞与引当金の増減額（△は減少） △171,841 △111,913

前渡金の増減額（△は増加） 6,641 1,143

前払年金費用の増減額（△は増加） △5,734 △35,197

未収入金の増減額（△は増加） 38,117 97,052

差入保証金の増減額（△は増加） △385 △176

その他 △100,680 95,081

小計 1,098,108 △1,083,770

利息及び配当金の受取額 17,937 16,839

利息の支払額 △3,458 △575

法人税等の支払額 △23,819 △5,955

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,088,768 △1,073,460

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △10,579 △10,619

有形固定資産の売却による収入 － 156,639

関係会社貸付けによる支出 △144,000 △205,190

関係会社貸付金の回収による収入 113,000 149,000

その他 △6,489 △11,741

投資活動によるキャッシュ・フロー △48,069 78,087

財務活動によるキャッシュ・フロー

配当金の支払額 △146,786 △117,224

その他 － △28

財務活動によるキャッシュ・フロー △146,786 △117,252

現金及び現金同等物に係る換算差額 28,052 △46,262

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 921,965 △1,158,887

現金及び現金同等物の期首残高 2,679,186 2,936,492

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 3,601,152

※
 1,777,604
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

会計処理基準に関する事

項の変更

資産除去債務に関する会計基準の適用

　第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18

号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用しております。

　これにより、当第３四半期連結累計期間の営業利益及び経常利益はそれぞれ153千円減

少、税金等調整前四半期純利益は4,009千円減少しております。
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【表示方法の変更】

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

（四半期連結損益計算書）

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当

第３四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書）

　前第３四半期連結累計期間において、「投資活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めて表示しており

ました「有形固定資産の売却による収入」は重要性が増したため、当第３四半期連結累計期間より区分掲記すること

としました。なお、前第３四半期連結累計期間の「投資活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含まれる

「有形固定資産の売却による収入」の金額は2,837千円であります。

　

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

（四半期連結損益計算書）

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当

第３四半期連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。

　

【簡便な会計処理】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

１　棚卸資産の評価方法 　当第３四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略

し、前連結会計年度末の実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算定し

ております。

２　経過勘定項目の算定方法 　合理的な算定方法による概算額で計上しております。

３　固定資産の減価償却費の算定方法 　定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の

額を期間按分して算定する方法によっております。
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【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

税金費用の計算 　税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引

前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引

前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

　

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末
（平成22年12月31日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額及び減損損失累計額

は、1,799,718千円であります。

※１　有形固定資産の減価償却累計額及び減損損失累計額

は、1,893,507千円であります。

※２　資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

投資その他の資産 38,600千円

※２　資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

投資その他の資産 45,700千円

※３　四半期連結会計期間末日満期手形

　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理につい

ては、手形交換の日をもって決済処理をしております。

なお、当第３四半期連結会計期間の末日は金融機関の

休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期

手形が当第３四半期連結会計期間末残高に含まれてお

ります。

受取手形 100,777千円

支払手形 2,158千円

――――――――――
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（四半期連結損益計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

役員報酬及び給与手当 1,448,324千円

賞与引当金繰入額 105,999千円

退職給付費用 77,407千円

減価償却費 97,947千円

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

役員報酬及び給与手当 1,441,959千円

賞与引当金繰入額 91,401千円

退職給付費用 60,197千円

減価償却費 61,826千円

貸倒引当金繰入額 2,981千円

※２　減損損失 ――――――――

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループは

以下の資産について減損損失を計上しております。

　

場所 用途 種類

減損損失

（千円）

　

東京支店

（東京都町田市）
事務所

建物及び

構築物
6,824

四日市営業所

（三重県四日市市）
事務所

建物及び

構築物

土地　

42,476

福岡営業所

（福岡県福岡市）　
事務所

建物及び

構築物
786

　

　当社グループは、減損損失を把握するにあたり、原則

として事業所区分に基づき資産のグルーピングを行っ

ております。

　

　上記資産グループについて、営業活動から生じる損益

の継続的なマイナスにより、帳簿価額を回収可能価額

まで減額し、当該減少額（50,087千円）を減損損失と

して特別損失に計上しております。

　

　なお、当該減損損失の測定に使用した回収可能価額は

正味売却価額により測定しており、「建物及び構築

物」については零、「土地」については路線価等に基

づいて算定しております。

　

※３　法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しておりま

す。

※３　法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しておりま

す。

　

前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

役員報酬及び給与手当 472,308千円

賞与 181,723千円

賞与引当金繰入額 △101,001千円

退職給付費用 29,799千円

減価償却費 32,746千円

貸倒引当金繰入額 809千円

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

役員報酬及び給与手当 467,264千円

賞与 191,338千円

賞与引当金繰入額 △91,401千円

退職給付費用 19,901千円

減価償却費 19,634千円

貸倒引当金繰入額 818千円

※２　法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しておりま

す。

※２　法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しておりま

す。
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年12月31日現在）

現金及び預金勘定 3,601,152千円

現金及び現金同等物 3,601,152千円

　

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成22年12月31日現在）

現金及び預金勘定 1,777,604千円

現金及び現金同等物 1,777,604千円

　

　

（株主資本等関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成22年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自平成22年４月１日　至平

成22年12月31日）

１　発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　　　　　　12,067,120株

２　自己株式の種類及び株式数

　普通株式　　　　　　　　 315,684株

３　新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

４　配当に関する事項

　配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成22年５月27日

取締役会
普通株式 117,515利益剰余金 10.00平成22年３月31日平成22年６月10日

５　株主資本の金額の著しい変動

　該当事項はありません。

　

（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）及び前第３四半期連結累計期間

（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）

　当社グループは主として制御機器、産業機器、計測機器等の販売を営んでおり、事業区分としては単一セグメン

トであるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

　

【所在地別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）及び前第３四半期連結累計期間

（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）

　全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が90％を超えるため、所在地別セグメント情報の記載を省略

しております。

　

【海外売上高】

前第３四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）及び前第３四半期連結累計期間

（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）

　海外売上高が、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。
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【セグメント情報】

当第３四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年12月31日）及び当第３四半期連結会計期間

（自　平成22年10月１日　至　平成22年12月31日）

　当社グループの事業は、制御機器、産業機器、計測機器等の販売及びこれらの付随業務の単一セグメントであ

るため、記載を省略しております。　

　

（追加情報）

第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成

21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20

号　平成20年３月21日）を適用しております。

　　

（１株当たり情報）

１　１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
（平成22年12月31日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

１株当たり純資産額 978.44円 １株当たり純資産額 992.71円

２　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額

前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

１株当たり四半期純損失金額（△） △70.45円 １株当たり四半期純利益金額 4.54円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため、記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

四半期純利益又は四半期純損失（△）（千円） △827,937 53,399

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失（△）

（千円）
△827,937 53,399

期中平均株式数（株） 11,751,520 11,751,478

　

前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

１株当たり四半期純損失金額（△） △19.11円 １株当たり四半期純利益金額 2.30円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため、記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

四半期純利益又は四半期純損失（△）（千円） △224,607　 27,045　

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失（△）

（千円）
△224,607 27,045

期中平均株式数（株） 11,751,520 11,751,436
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（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

　

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年２月12日

明治電機工業株式会社

取締役会　御中

あずさ監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 柏木　勝広　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 岩﨑　宏一　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている明治電機工業株式会

社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成

21年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期

レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、明治電機工業株式会社及び連結子会社の平成21年12月31日現在の財政状

態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期

間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　（※）１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。 

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成23年２月14日

明治電機工業株式会社

取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 柏木　勝広　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 岩﨑　宏一　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている明治電機工業株式会

社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成22年10月１日から平成

22年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年12月31日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期

レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、明治電機工業株式会社及び連結子会社の平成22年12月31日現在の財政状

態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期

間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　（※）１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。 

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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